
決算のポイント
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・
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１．当第2四半期の業績 （単位：億円）

100.0 ) ( 6,641 100.0 ) ( 8,045 1,404 21.1% 100.0 ) ( 17,000

85.3 ) (   5,663 86.1 ) (   6,924 1,260 22.3%

12.4 ) (   822 11.7 ) (   940 117 14.3%

2.3 ) (    155 2.2 ) (    180 25 16.4% 3.5 ) (     600

2.3 ) (    152 2.3 ) (    188 36 23.7% 3.1 ) (     530

2.7 ) (    177 3.3 ) (    264 86 48.6% 3.5 ) (     595

1.0 ) (    67 1.5 ) (    122 54 80.7% 1.5 ) (     250

19円74銭 35円67銭 72円89銭

8円 11円 22円

40.5% 30.8% 30.2%

110円 134円 (３Ｑ以降135円) 134円

131円 139円 (     〃  　135円) 137円

208 226 18 8.7% 650

327 349 22 6.8% 650

250 242 △ 7 △ 3.1% 520

148社 128社

16社 16社

（注） (     )内は売上収益比率(%)

２．製品別売上収益 （単位：億円）

48.0 ) (   3,187 47.6 ) (   3,829 642 20.1%

18.7 ) (   1,244 20.0 ) (   1,610 365 29.4%

66.7 ) (   4,432 67.6 ) (   5,440 1,007 22.7%

22.8 ) (   1,514 21.6 ) (   1,737 223 14.7%

10.5 ) (   694 10.7 ) (   867 173 24.9%

100.0 ) ( 6,641 100.0 ) ( 8,045 1,404 21.1%

(注) (     )内は構成比率(%)

17.1% 16.2%

34.4% 35.4%

３．事業利益の増減益要因 （単位：億円）

売上収益の増 149 売価水準の低下 30

原価低減 48 材料価格等の上昇 177

為替差 84 その他 49

281 256

事　業　利　益　増 25

ただし、インフレによる損益へのマイナス影響を織込み、事業利益・親会社の所有者に帰属する当期利益・配当予想はいずれも期初公表値を据え置き。
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売上収益は、新型コロナ影響の緩和等により全地域で販売が回復したことに加え、円安の効果もあり増収。

事業利益は、材料・物流・エネルギー高騰の影響が大きかったものの、販売増や円安の効果に加えて原価低減の推進により増益。

親会社の所有者に帰属する四半期利益は、事業利益の増加に加えて円安による金融収支の改善を主因に大幅増益。

通期業績予想は、期初公表値に対して自動車業界向けの需要動向や円安の影響を反映し、売上収益を1兆7,000億円に上方修正。

販 売 費 一 般 管 理 費

通期予想
(2021.4～9) (2022.4～9) (2022.4～2023.3)
前第2四半期 当第2四半期

増減額 増減率

売 上 収 益

売 上 原 価

事 業 利 益

営 業 利 益

税 引 前 四 半 期 ( 当 期 ) 利 益

為 替 レ ー ト （ Ｕ Ｓ ＄ ）

親会社の所有者に帰属する四半期（当期）利益

基 本 的 1 株 当 た り 四 半 期 ( 当 期 ) 利 益

1 株 当 た り 配 当 金

配 当 性 向

為 替 レ ー ト （ ユ ー ロ ）

前第2四半期 当第2四半期
増減額 増減率

減 価 償 却 費

研 究 開 発 費

連 結 子 会 社 数

持 分 法 適 用 会 社 数

設 備 投 資

(2021.4～9) (2022.4～9)

合　計 合　計

(差　引)

自 動 車 計

産 機 ・ 軸 受 計

ス テ ア リ ン グ

駆 動

減　益　要　因増　益　要　因

工 作 機 械 計

合 計

内 ト ヨ タ 向 け 比 率

内 ト ヨ タ Ｇ 向 け 比 率



４．参考資料

（参考１）連結財政状態計算書
（単位：億円） 

（参考２）業績・主要指標の推移

8,045

8,955

15,208
14,188

12,462
14,284

17,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

売上収益

180

420

717

375

159

423

600

4.7

2.6

1.3

3.0
3.5

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

事業利益 売上収益比(%)（億円）

122

128

272

▲37

8

206
250

79.45

▲11.06

2.33

60.31
72.89

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

親会社の所有者に帰属する当期利益
基本的一株当たり当期利益(円)

（億円）

44

38

16
18

22

55.4

—

685.2

29.8
30.2

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

１株当たり配当金・配当性向
配当性向(%)

（円）

242

278

636 647

521
475

520

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

研究開発費
（億円）

（億円）

前期
当第2

四半期
増減 前期

当第2

四半期
増減

6,854 7,140 285 4,347 4,317 △ 30

1,242 1,166 △ 75 2,912 3,012 100

3,190 3,292 101 7,260 7,329 69

2,290 2,558 268 6,240 6,566 326

130 121 △ 9 1,532 1,534  2

7,009 7,115 105 4,435 4,504 69

4,600 4,723 122  272  527 255

345 337 △ 8 364       359 △ 4

2,063 2,054 △ 8 6,604 6,925 321

13,864 14,255 390 13,864 14,255 390

流動資産 流動負債

　現金及び現金同等物 非流動負債

資産 負債及び資本

　その他 　資本金・資本剰余金

非流動資産 　利益剰余金・自己株式

　営業債権・その他の債権 　　　負債合計

　棚卸資産 親会社の所有者に帰属する持分

　その他 　　　資本合計

合          計 合          計

　有形固定資産 　その他の資本の構成要素

　のれん及び無形資産 非支配持分

年度の位置・サイズ

凡例の表示

ここだけ1Q様式とする？

752 750

507
444

650669 646 630
669 650

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

設備投資・減価償却費
設備投資(左)

減価償却費(右)

（億円）

349

226


